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1. はじめに 

我が国のエネルギー消費において、住宅のエネルギー

消費の占める割合は大きく、その実態の把握は必要不可

欠である。更に、東日本大震災の影響による電力不足か

ら、特にピーク時間帯の電力供給が逼迫し、夏期・冬期

における節電が求められている。また、特に人口・世帯

数ともに多い都市部では集合住宅の割合が多く、その省

エネルギー方策を講ずる上では、集合住宅を対象とした

検討は必要不可欠である。 

一連の研究では１)震災前から現在まで、東京近郊の集

合住宅において、エネルギー消費データの収集・分析

２）東京近郊の別の集合住宅において震災に関するアン

ケート調査を実施した。本研究では、これらのデータを

もとに、東日本大震災前後の集合住宅のエネルギー消費

実態を明らかにするとともに、居住者の意識の変化を把

握することを目的とする。 

2. 住宅全体のエネルギー消費実態 

2.1 検討概要 表 1 にエネルギー消費データの分析対象

建物の概要を示す。本検討では、東京近郊に位置する集

合住宅 K（以下、住宅 K）を対象として検討を行った。住

宅 K は 2010 年秋から順次入居が開始されており、現在も

順次居住世帯数が増えている。2013 年 3 月時点では約

250 件のデータを得ている。熱源は電力と都市ガスを併用

しており、全住戸で電力・ガス・水道使用量を計測して

いる。また、それぞれ 10 分間隔のデータを収集した。 

2.2 月別の変動 図 1 に、住宅 K における熱源別エネル

ギー消費量の月変動を示す。11～4 月においては、外気温

が低い程エネルギー消費量が大きくなっているため、エ

ネルギー消費量に外気温が影響していることが確認でき

る。また、本分析期間では、電力のピークは夏期と冬期、

ガスのピークは冬期となっており、全体では冬期が最大

となり夏期が最小になった。このほか、月別のエネルギ

ー消費量のばらつきをみると、特に冬期（12～3 月）にお

いてばらつきが大きいことが確認できる。 

2.3 エネルギー消費時刻変動 図 2 に、2010、2011、

2012 年度の冬期期間平均における電力（左）及びガス

（右）消費量の時刻変動を示す。電力消費量についてみ

ると朝と夜にピークを形成し、朝のピーク時の消費量が

夜と同程度になっていることが分かる。震災後は震災前

に比べ冬期の平均気温が約 1.7℃低いにもかかわらず、消

費量の時刻推移はほぼ同程度となった。ガス消費量は朝

と夜にピークを形成し、日中も約 0.5[MJ/10min]の消費が

続いている。要因として、給湯やガス床暖房利用などが

考えられる。また、震災後は夜のガス消費量が若干増加

した。これは、震災後の 12 月～2 月は、震災前より外気

温が低いことが原因と思われる。 

さらに、電力における朝のピーク消費量は暖房による

影響が大きいと考えられる。そこで各世帯における朝の

ピーク消費量の平均と当該時刻の外気温についての関係

を図 3 に示す。外気温が低くなるにつれて電力における

朝のピーク消費量が大きくなっている様子が観察された。

2.4 エネルギー消費量と外気温 震災前後で電力消費量

が大幅に低減したことが分かっている。さらに、震災後

のエネルギー消費変動を把握するため、震災後 1 年目で
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図1 エネルギー消費量の月変動と外気温の推移
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図2 冬期の電力（左）及びガス（右）消費量時刻変動（N=19）
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ある 2011 年度と 2 年目の 2012 年度について比較を行っ

た。図 4 に日平均電力消費量と外気温の関係及び消費量

の分布について示す。電力と外気温は、どの期間におい

ても相関が高いことが確認された。左図より 2011 年度に

比べ 2012 年度は、夏期では外気温が高くなるにつれて消

費量が多くなった。冬期では外気温の低下にともない、

消費量が少なくなった。右図より、夏期は前年度に比べ

え消費量がわずかに上昇し、冬期は低下したことが分か

る。図 5 に日平均ガス消費量と外気温の関係を示す。ガ

スと外気温では、中程度の相関が得られた。左図より、

ガス消費量は夏期では年度による変動は見られなかった

が、冬期では気温が高くなるにつれて 2012 年度の消費量

が多くなった。右図を見ても、冬期の平均消費量が増加

していることが分かる。 

3 アンケート調査 

3.1 概要 表 2 にアンケート調査概要を示す。本調査は

東京近郊の集合住宅 T を対象として行った。調査は震災

による意識の変化や、震災前後に行った省エネルギー行

動等を目的とした。 

3.2 結果 図 6 に住宅 T の省エネルギー実行度を示す。

また比較として、既往調査 1)のアンケートから集合住宅の

みを抽出したもの（以下、アンケート集合）を用いる。T

の震災前とアンケート集合を比較するとそれぞれの割合

にあまり大きな違いが見られないことが確認できる。震

災前から震災後にかけては、省エネに努めている人が大

幅に増加したが、震災後 1 年目から 2 年目にかけては意

識の大きな変化は見られなかった。図 7 に住宅 T におけ

る震災前後に実行もしくは今後できる省エネ行動と既往

調査結果を示す。震災前に比べ、震災後では多くの項目

で実行している割合が高くなっている。また、電力のみ

でなくガスに関する省エネ行動も増加していることが分

かった。シャワーヘッドの節水化の項目については、過

去のアンケートでできるとの回答が 6 割ほどあったにも

かかわらず震災後も実施率が低かった。一方で、今後で

きるという回答が一定数あるため、より周知させること

も重要である。 

4. まとめ 

 集合住宅のエネルギー消費量を分析し、外気温の低下

に伴い、電力における朝のピーク消費量が上昇する様子

を明らかにした。また、日毎のエネルギー消費量は外気

温との相関が高いことが示された。さらに、震災前後で

大幅に低下した電力は、震災後 1 年目から 2 年目にかけ

て、夏期で消費量が若干増加し、冬期で若干低下した。

一方、ガス消費量は 2 年目の冬期に上昇した。アンケー

ト調査により、震災前後で省エネ意識が増加し、震災後 2

年目にかけても依然高い状態であることを示した。 
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図7 住宅T震災前後に実行した省エネルギー行動
住宅T(左：N=99)と既往調査結果1)（右：N＝1061）の結果
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表2 アンケート調査概要

図6 住宅T及び既往調査の省エネルギー実行度
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